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6.8 地盤沈下 

6.8.1 調査結果の概要 

1) 調査項目 

地盤沈下の調査項目は、地下水位の状況及び地盤の状況とした。調査項目を表 6-8-1 に示す。 

表 6-8-1 地盤沈下の調査項目 

調査項目 細 項 目 

地下水位の状況 地下水位の変化（連続観測） 

地盤の状況 基礎地盤、軟弱地盤の分布状況、土質の状況 

 

2) 調査地域及び地点 

地盤沈下の調査地域は、対象事業実施区域及びその周辺とし、調査地点は表 6-8-2 及び図 6-8-1

に示す地点とした。 

 

表 6-8-2 地盤沈下の調査地点 

項  目 細 項 目 地点№ 調査地点 備   考 

地下水位の状況 地下水位の変化 

（連続観測） 

ST.2 最終処分場計画部 地下水観測孔 

ST.5 ごみ処理施設計画部 地下水観測孔 

地盤の状況 基礎地盤、軟弱地盤

の分布状況 

（機械ボーリング試

験、標準貫入試験） 

 

B-1 

(ST.4)

地域振興施設部 機械ボーリング 

B-2 

(ST.6)

ごみ処理施設計画部 機械ボーリング 

B-3 

(ST.5)

ごみ処理施設計画部 機械ボーリング 

B-4 ごみ処理施設計画部 機械ボーリング 

B-5 

(ST.7)

ごみ処理施設計画部 機械ボーリング 

B-6 ごみ処理施設計画部 機械ボーリング 

B-7 

(ST.2)

最終処分場計画部 機械ボーリング 

B-8 

(ST.3)

最終処分場計画部 機械ボーリング 

土質の状況 

（室内土質試験） 

B-1 

(ST.4)

地域振興施設部 機械ボーリング 

B-5 

(ST.7)

ごみ処理施設計画部 機械ボーリング 

B-8 

(ST.3)

最終処分場計画部 機械ボーリング 

注）地盤の状況の調査地点№は、B-1～B-8 が機械ボーリング調査地点の番号を示す。また、括弧

内の ST.2～ST.7 は、各機械ボーリング調査地点と対応する地下水観測孔の番号を示す。 
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図 6-8-1 地盤沈下の調査地点位置図 
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3) 調査方法 

地盤沈下の調査方法は、表 6-8-3 に示すとおりとした。 

 

表 6-8-3 地盤沈下の調査方法 

調査項目 細項目 調 査 方 法 

地下水位の状況 地下水位の変化 

（連続観測） 

地下水位の連続観測は、ボーリング孔(地下水位観測
孔)において自記水位計を設置し、経時変化を観測す
る方法 

地盤の状況 基礎地盤、 

軟弱地盤の分布状況 

（機械ボーリング試

験、標準貫入試験） 

機械ボーリング試験及び標準貫入試験による方法 

土質の状況 

（室内土質試験） 

土質の状況は室内土質試験（物理、力学、圧密等）
による方法 

 

4) 調査期間及び頻度 

地盤沈下の調査は、表 6-8-4 に示す期間に実施した。 

 

表 6-8-4 地盤沈下の調査期間及び頻度 

調査項目 調査頻度 調 査 期 間 

地下水位の連続観測 通年 通年：平成 19 年 9 月 1 日（土） 

   ～平成 20 年 8 月 31 日（日） 

機械ボーリング試験 1 回 平成 19 年 7 月 10 日（火） 
   ～平成 19 年 8 月 17 日（金） 標準貫入試験 1 回 

室内土質試験 1 回 採集後実施 
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5) 調査結果 

(1) 地下水位の状況 

「6.7 水象」における「地下水の水位の状況」に示したとおりである。 

 

(2) 地盤の状況 

 ① 基礎地盤、軟弱地盤の分布状況 

 ア 地質概要 

対象事業実施区域が分布する曽根丘陵の地質は、新第三系中新統の御坂層群と呼ばれる安山岩や

角礫凝灰岩などを基盤岩として、その上位に固結度の低い砂、砂礫、粘土層や韮崎岩屑流からなる

曽根層群が厚く分布する。図 6-8-2 に当該地周辺の地質概念図を示す。 

対象事業実施区域に分布する御坂層群は、小沼累層と呼ばれる凝灰岩層とこれに貫入する貫入岩

として、花崗岩や玄武岩が分布する。 

御坂層群の上位に分布する曽根層群は、下位より寺尾礫層、原礫層が分布し、2 層とも淘汰の悪

い扇状地性の礫層である。礫種は御坂層群を由来とする角礫凝灰岩、安山岩や花崗岩などを含み、

亜円～角礫の礫形状を示す。基質は火山灰質シルトや砂からなる。層厚は 2 層あわせて 200 m にお

よぶ。なお、これらの礫層には黒富士火砕流や韮崎岩屑流などの火山に由来する火山泥流の薄層を

狭在する。これらの火山泥流は火山灰を基質とし、火山を構成する安山岩や花崗岩類を礫として含

む。 

調査地付近には目立った地質構造は認められないが、調査地の北西約 1.8km 付近には、笛吹川に

並行して走る断層が分布する。 

 

 

 

 

 

 



－6.339－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対
象

事
業

実
施

区
域

 

出
典

：
（
「

日
本

の
地

質
4
：

中
部

地
方

Ⅰ
」

p
.
1
7
2
、

共
立

出
版

）
 

図
6
-
8
-
2
 

対
象

事
業

実
施

区
域

周
辺

の
地

質
概

念
図

 



－6.340－ 

 イ 地質の状況 

ボーリング調査結果及び標準貫入試験結果に基づき作成した調査対象地域の地質断面図（調査地

縦断及び横断）を図 6-8-3(1)～(2)に示す。また、各層の特徴は、表 6-8-5 の層序表に示すとおり

であった。 

ごみ処理施設計画地においては、Ｎ値 50 回以上を示す粘土混じり砂礫層(Dg2)の地層が安定して

確認されており、計画地における支持層1と判断される。Dg2 層は地表面より GL-10m 程度で出現す

るため、構造物の支持層の分布としてはやや深くなる。 

 

表 6-8-5 調査対象地域の層序表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
1 支持層：構造物の加重を支え得る良好な地盤で形成された地層のこと。 

地質 地層

土質名 分布Ｎ値 色調 地　層　の　特　徴

時代 記号

暗灰

a 旧河床堆積物層 5～50以上 ～

緑灰

dt 崩積土層 6 暗褐

Lm 火山灰質粘性土層 2～7 暗褐

Dgs 砂質土層 9～15 褐灰

Dg2 粘土混じり砂礫層 9～50以上 褐灰

Dgc 粘性土層 7～14 褐色

褐灰

Dg1 粘土混じり砂礫層 50以上 ～

緑灰

第

四

紀

丘陵部の表層に分布する均質な火山灰質粘性
土。全体に軟らかく、含水は低い。本層の最下
部には土砂化した軽石層が分布する。

Dgs層の下位に分布するシルト混じり砂礫および
シルト質砂礫層。礫は御坂層群に由来する礫で
あり、粘土状～砂状を呈する風化礫が多い。

Dg2層の挟在層として分布する粘性土層で、火山
灰質シルトを主体。全体にやや不均質。B-1、3
ではDg2層とDg1層に共在され、約2.5mの層厚を
示す。

地層名

調査地北側の斜面部に分布する。表層は果樹園
の耕作土。礫混じりシルトは礫の量は10～50%程
度で全体に不均質である。基質は火山灰質粘性
土。

Dg2層の下位に分布するシルト質砂礫および礫混
じりシルト層。全体に不均質。礫は御坂層群に
由来する礫で、全体に新鮮で硬質である。調査
地の支持層と判断した。

Lm層の下位に分布する礫混じりシルト質砂層。
細～中砂を主体とする基質に、風化した礫を含
む。全体に不均質。Dg2,Dg1層中にも分布

表層は耕作土。シルト質砂礫を主体とする層。
層厚は約6～10mで、一部には玉石や砂質シルト
が主体となる層厚1～2ｍ程度の層を含む。礫は
御坂層群に由来する岩石類で、やや風化してい
る。

完
新
世

沖
積
層

更

新

世

洪

積

層
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図 6-8-3(1) 地質断面図（縦断） 

 

 

図 6-8-3(2) 地質断面図（横断） 

 

 

旧河床堆積物層 

火山灰質粘性土層 

砂質土層 

粘性土層 

粘土混じり砂礫層 

粘土混じり砂礫層 

 
Ｂ‘

Ｂ 

Ｂ‘Ｂ 

火山灰質粘性土層

砂質土層 

粘土混じり砂礫層 

粘土混じり砂礫層 粘性土層 

 

Ａ‘

Ａ 

Ａ‘Ａ 

地下水位

地下水位

注）地下水位はボーリング位置における水位の観測結果から記載したも

のであり、隣接するボーリング位置の地下水位の間に粘性土層があ

る区間については地下水の連続性はないと考えられる。 

地下水位

地下水位 

地下水位 
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 ② 土質の状況 

 ア 室内土質試験結果 

地層の物理特性を把握するために、室内土質試験を実施した。B-1、B-5 については攪乱試料と

して火山灰質粘性土壌（Lm 層）を対象に採取し、盛土材料としての特性を確認する目的で試験を

実施した。また B-8 については、谷部の沖積層において軟弱な粘土層が確認されたため、処分場計

画部における地盤の土質特性を把握する目的で実施した。室内土質試験結果を表 6-8-6 に示す。 

 

表 6-8-6 室内土質試験結果一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.00 ～ 3.00 1.00 ～ 3.00 1.00 ～ 2.00

攪乱 攪乱

湿 潤 密 度 ρｔ g/cm3

乾 燥 密 度 ρｄ g/cm3

土 粒 子 の 密 度 ρｓ g/cm3

自 然 含 水 比 Wn ％

間 隙 比 e

飽 和 度 Sr ％

礫 分 2～75mm ％

砂 分 75μm～2mm ％

シ ル ト 分 5～75μm ％

粘 土 分 5μm未満 ％

最 大 粒 径 mm

液 性 限 界 WL ％

塑 性 限 界 Wp ％

塑 性 指 数 Ip

分 類 名

分 類 記 号

試 験 条 件

粘 着 力 C kN/m2

内 部 摩 擦 角 φ 度

圧 縮 指 数 Cc

圧 密 降 伏 応 力 Pc kN/m2

試 験 方 法

最 大 乾 燥 密 度 ρdmax g/cm3

最 適 含 水 比 Wopt ％

91.0 100.6 43.2

三
軸
圧
縮

一
　
　
　
般

0.686

1.311

0.0

0.517

56.0

(CHS)

UU

20.10

25.8

31.6

砂質粘土
（高液性限界）

9.500

57.4

99.6

2

44

29

12.6

St.3(B-8)

a

1.785

1.251

2.698

1.172

(VH2-S)

CU

11.70

65.5

64.8

砂まじり火山灰質
粘性土

（Ⅱ型）

0.425

130.3

St.7(SB-5)

Lm

1.379

0.687

2.704

2.935

92.7

0

9 25

13.5

0

6

52

42

58

33

0.425

145.0

66.7

砂まじり火山灰質
粘性土

（Ⅱ型）

84.0

ボーリングNo

採取深度(m)

地層名

(VH2-S)

CU

1.00

78.3

St.4(B-1)

Lm

圧
密

分
類

粒
　
　
度

コ
ン
シ
ス
テ

ン
シ
ー

特
性

2.679

2.904

締
固
め

A-c A-c

84.0 87.8

0.748 0.749

採取試料種別 不攪乱

試料番号  1A-1  5A-1 8T-1
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 イ 圧密試験結果 

圧密試験は、土を一次元的にかつ段階載荷によって排水を許しながら圧密し、圧縮性と圧密速度

に関する定数を求めるものである。 

圧密試験結果は地盤の圧密進行状況の判定及び載荷による沈下量の総量、時間的推移の予測等に

用いられる。圧密試験結果を表 6-8-7 に示す。 

 

表 6-8-7 圧密試験結果 

 

 

 

 

一般に標準圧密試験から得られる圧密降伏応力 PCと有効土被り圧 POは次に示す関係にある。 

 

PO ＞ PC          未圧密状態 

PO ≒ PC          正規圧密状態 

PO ＜ PC          過圧密状態 

 

本試料は PO＜Pc の関係にあり過圧密状態を示す。 

 

深度 地層 圧密降伏応力 圧縮指数 有効土被り圧

GL-m 記号 Pc(kN/m
2
) Ｃｃ Po(kN/m

2
)

8T-1(B-8) 1.50 a 56.0 0.52 24.0

試料№
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6.8.2 予測及び評価の結果 

1) 施設(ごみ処理施設及び地域振興施設)の稼働による地盤沈下の影響 

(1) 予測項目 

予測項目は、地域振興施設の稼働に伴う温泉水揚水による地盤沈下の程度とした。 

 

(2) 予測地域及び地点 

予測地域は、地盤沈下の調査地域と同様とした。予測地点は、対象事業実施区域及びその周辺の

低地部とした（図 6-8-1 参照）。 

 

(3) 予測方法 

予測方法は、「6.7 水象」の地下水位の変化の予測結果をもとに、周辺地域における地盤沈下が

生じる可能性を定性的な方法により予測を行った。 

 ① 予測条件 

地域振興施設の設置規模等の地盤沈下への影響条件として、表 6-8-8 に示す条件を設定した。 

表 6-8-8 地域振興施設の設置規模等(案) 

項   目 規   模 

地域振興

施設 

設 置 箇 所 対象事業実施区域の北西部 

敷 地 面 積 約1.6ha 

温 浴 施 設 建築面積 約1,000m2 

取 水 量 毎時6.5m3(156m3/day) 

掘 削 深 度 ＧＬ-1,500ｍ(予定) 

 

(4) 予測対象時期 

予測対象時期は、温泉水を揚水する地域振興施設が定常的に稼働する時点とした。 

 

(5) 予測結果 

施設の稼働に伴い地下水を利用するのは地域振興施設の温泉水のみである。この計画揚水井戸は

深度 1,500m と非常に深く、浅い井戸や表層水との関連性はほとんどないと考えられる。 

このため、地盤沈下が生じる可能性はないもしくは極めて小さいと予測される。 
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(6) 環境配慮事項の内容と経緯 

 ① 環境配慮事項 

事業の計画策定にあたって、あらかじめ環境に配慮することとした事項を表 6-8-9 に示す。 

表 6-8-9 環境配慮事項 

環境配慮事項 環境配慮事項の内容 効果 
効果の種類 

回避 最小化 代償 

地下水利用の回避
ごみ処理施設の冷却水等のプラ
ント用水は地下水を使用せず上
水道を利用する。 

地下水利用

の回避 
○   

 

 ② 環境保全措置 

「施設の稼働に伴う地盤沈下の影響」については、環境配慮事項を実施することにより地盤沈下

が生じる可能性はないもしくは極めて小さいと予測されることから、新たな環境保全措置は必要な

いと考える。 

 

(7) 評価方法 

 ① 環境への影響の回避又は最小化に係る評価 

評価の方法は、調査及び予測の結果並びに予測の条件とした環境配慮事項の内容を踏まえ、地盤

沈下が生じる可能性が、回避されているかを明確にすることとした。 

 

 ② 環境保全に係る基準または目標との整合に係る評価 

予測結果が表 6-8-10 に示す環境保全に関する基準又は目標との間に整合が図れているかどうか

を検討した。 

 

表 6-8-10 環境保全に関する基準又は目標(施設の稼働による地盤沈下の影響) 

環境保全に関する基準又は目標 備  考 

地盤沈下 地盤沈下に伴う周辺住民の生活環境に著しい影響を与えないこと  

 

(8) 評価結果 

 ① 環境への影響の回避または最小化に係る評価 

地域振興施設の稼働に伴う温泉水の計画揚水井戸は深度 1500m と深く、表層水との関連性はほと

んどないと考えられる。このため、施設の稼働による地盤沈下への影響は回避されるものと評価す

る。また、ごみ処理施設の冷却水等のプラント用水は地下水を使用せず上水道を利用することで、

環境への影響を回避していると評価する。 

 

 ② 環境保全に係る基準または目標との整合性に係る評価 

予測の結果、施設の稼働に伴う地盤沈下が生じる可能性は極めて小さいことから、地盤沈下によ

る周辺住民の生活環境に影響を及ぼさないと考えられ、環境保全に関する基準又は目標を満足する

ものと評価する。 
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2) 施設(最終処分場)の存在による地盤沈下の影響 

(1) 予測項目 

予測項目は、最終処分場における盛土・廃棄物埋立による地盤沈下（圧密沈下に起因する沈下量）

の程度とする。 

 

(2) 予測地域及び地点 

予測地域は、地盤沈下の調査地域と同様とした。予測地点は、対象事業実施区域及びその周辺の

低地部とした（図 6-8-1 参照）。 

 

(3) 予測対象時期 

予測対象時期は、施設が存在する時期とした。 

 

(4) 予測方法 

予測方法は、「道路土工 軟弱地盤対策工指針」（日本道路協会）に基づき以下に示す圧密沈下理

論式とする。予測フローは図 6-8-4 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8-4 地盤沈下の予測フロー 
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 ① 予測条件 

最終処分場におけるボーリングデータを図 6-8-5 に、最終処分場の設置に伴う切盛の状況を図

6-8-6 に、室内土質試験結果を表 6-8-6 に示した。 

圧密沈下の可能性のある地層は、砂質粘土であり、その層厚は 1.4ｍである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8-5 最終処分場のボーリング調査結果(B-8) 
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図 6-8-6 最終処分場における切盛土工事 

 

(5) 予測結果 

圧密沈下の可能性のある地層(砂質粘土層)の上部に最終処分場の埋立を行った場合、表 6-8-11

に示すとおり、圧密沈下量は 18.8cm と予測される。 

 

表 6-8-11 圧密沈下量の予測結果 

項 目 予測値 備  考 

初期間げき比  1.785 現地調査の室内試験結果による 

圧密後の間げき比  1.172 現地調査の室内試験結果による 

圧密層厚 (cm) 140 図 6-8-5 による砂質粘土層 

圧密沈下量 (cm) 18.8  

 

(6) 環境配慮事項の内容と経緯 

 ① 環境配慮事項 

事業の計画策定にあたって、あらかじめ環境に配慮することとした事項を表 6-8-12 に示す。 

 

表 6-8-12 環境配慮事項 

環境配慮事項 環境配慮事項の内容 効果 

効果の種類 

回避 
最小

化 
代償 

粘土層の撤去による

圧密沈下の防止 

圧密沈下要因である粘土層の除去

を実施し、圧密要因を回避する。

圧密要

因の回

避 

○   

地盤改良対策の実施 粘土層について、地盤改良を行う

ことで、圧密沈下量を低減させる。

圧密沈

下の最

小化 

 ○  

 

 ② 環境保全措置 

「施設の存在による地盤沈下の影響」については、環境配慮事項を実施することにより地盤沈下

の影響は最小化される結果となったことから、環境保全措置は講じなかった。 

 

最終処分場横断(No.7 断面) 

切
盛

盛

注）断面位置は図 6-7-16 に示す。

圧密沈下要因層(砂質粘土)
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 ② 環境保全措置 

「施設の存在による地盤沈下の影響」については、環境配慮事項を実施することにより地盤沈下

の影響は最小化される結果となったことから、環境保全措置は講じなかった。 

 

最終処分場横断(No.7 断面) 

切
盛

盛

注）断面位置は図 6-7-16 に示す。

圧密沈下要因層(砂質粘土)



－6.349－ 

(7) 評価方法 

 ① 環境への影響の回避又は最小化に係る評価 

評価の方法は、調査及び予測の結果並びに予測の条件とした環境配慮事項の内容を踏まえ、地盤

沈下の影響が、回避または最小化されているかを明確にすることとした。 

 

 ② 環境保全に係る基準または目標との整合に係る評価 

予測結果が表 6-8-13 に示す環境保全に関する基準又は目標との間に整合が図れているかどうか

を検討した。 

 

表 6-8-13 環境保全に関する基準又は目標 

環境保全に関する基準又は目標 備  考 

圧密沈下 圧密沈下に伴う周辺住民の生活環境に著しい影響を与えないこと  

 

(8) 評価結果 

 ① 環境への影響の回避または最小化に係る評価 

圧密沈下の発生を避けるため、環境配慮事項として、粘土層の除去を実施し圧密要因を回避する、

または地盤改良により圧密沈下量が最小化されることとなる。そのため、最終処分場の存在に伴う

地盤沈下の影響は回避、または低減されるものと評価する。 

 

 ② 環境保全に係る基準または目標との整合性に係る評価 

予測の結果、圧密沈下の可能性のある砂礫粘土層の上部に最終処分場を設置した場合、本事業の

実施に伴う圧密沈下量は 18.8cm と少ないと予測された。実際には圧密沈下を生じさせないよう、

粘土層の除去または地盤改良が行われる。 

このことから、圧密沈下に伴う影響は生じない、または非常に小さく、周辺住民の生活環境に影

響を与えないものであり、環境保全に関する基準又は目標を満足すると評価する。 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.9 土壌汚染 
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6.9 土壌汚染 

6.9.1 調査結果の概要 

1) 調査項目 

調査項目は、土壌中のダイオキシン類とした。 

また、地下水水質調査の結果、対象事業実施区域の井戸（St.2）からダイオキシン類及び鉛が検

出されたことから、追加調査として対象事業実施区域内の農地（№6 及び№7）の土壌中のダイオ

キシン類及び鉛の調査を行った。 

 

2) 調査地域及び地点 

調査地域は、煙突排ガス及び粉じんの飛散による影響が把握できる対象事業実施区域及びその周

辺とし、調査地点は表 6-9-1、表 6-9-2 及び図 6-9-1 に示す 7 地点とした。 

 

表 6-9-1 土壌汚染の調査地点 

№ 調査地点 対象事業実施区域との位置関係 

№1 別当地区 対象事業実施区域の北側敷地境界周辺 

№2 藤垈地区 対象事業実施区域の北東側へ約 1.2km 

№3 上寺尾地区 対象事業実施区域の北側へ約 0.4km 

№4 上向山地区 対象事業実施区域の南西側へ約 1.0km 

№5 心経寺地区 対象事業実施区域の南側へ約 1.1km 

№6 区域内果樹園 対象事業実施区域内の果樹園 

№7 区域内水田 対象事業実施区域内の水田 

 

3) 調査方法 

調査方法は、「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁(水底の底質の汚染を含む)及び土

壌の汚染に係る環境基準について」(平成 11 年環境庁告示第 68 号)に準拠し、調査地点の土壌を採

取し、持ち帰って分析する方法とした。 

鉛については、「土壌に係る環境基準について」（平成 3 年環境庁告示第 46 号）に準拠する方法

により行った。 

 

4) 調査期間及び頻度 

調査は、№１～5 は平成 19 年 11 月 16 日に実施した。 

追加調査は、№6～7 は平成 23 年 4 月 11 日に実施した。 
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表 6-9-2 調査地点の状況（現地写真） 

 

 
 

 

 

№1 別当地区(集落内の空地) №2 藤垈地区(笛吹市境川坊ヶ峰ふれあいセンター)

 

 
 

 

 

№3 上寺尾地区(旧境川分校空地) №4 上向山地区(集落内の空地) 

 

 
 

 

 

№5 心経寺地区(公園) №6 対象事業実施区域内（果樹園） 

  

№7 対象事業実施区域内（水田）  
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図 6-9-1 土壌汚染の調査地点位置図 
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5) 調査結果 

土壌汚染調査の結果を表 6-9-3(1)～(2)に示す。 

全ての地点で環境基準値を下回る結果となっていた。 

 

表 6-9-3(1) 土壌汚染（ダイオキシン類）調査結果 

 

 

 

 

注） ダイオキシン類の環境基準はダイオキシン類対策特別措置法による。 

 

表 6-9-3(2) 土壌汚染（鉛）調査結果 

測定項目 №6（果樹園） №7（水田） 基準値 

鉛（溶出量試験）   mg/L   0.001 未満 0.001 未満 0.01 

鉛（含有量試験）   mg/kg 5.8 3.8 150 

注） 鉛（溶出量試験）の基準値は土壌汚染に係る環境基準及び土壌汚染対策法による。 

鉛（含有量試験）の基準値は土壌汚染対策法による。 

 

項目
No.1

別当地区
No.2

藤垈地区
No.3

上寺尾地区
No.4

上向山地区
No.5

心経寺地区
No.6

区域内果樹園
No.７

区域内水田
環境基準

ダイオキシン類 3.3 0.045 0.12 1.0 4.5 4.2 71.0 1,000

単位：pg-TEQ/ｇ
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6.9.2 予測及び評価の結果 

1) ごみ処理施設の稼働 

(1) 予測項目 

ごみ処理施設の稼働による土壌汚染については、予測項目は、ごみ処理施設の稼働による煙突排

ガスからの大気汚染物質(ダイオキシン類)の降下による影響とした。 

 

(2) 予測地域及び地点 

予測地点は、工事による影響については対象事業実施区域、存在・供用による影響については煙

突排ガスによる長期平均濃度の最大着地濃度地点とした。 

 

(3) 予測対象時期 

予測対象時期は、廃棄物の搬入量が安定し、施設が定常的に稼働する時点とした。 

 

(4) 予測方法 

 ① 予測の基本的手法 

ごみ処理施設の稼働による土壌への影響については、施設の稼働に伴う煙突排ガスの大気汚染へ

の影響の予測結果を踏まえて土壌汚染に係る環境影響の程度を定量的に予測した。 

ごみ処理施設の稼働に伴う土壌汚染の影響は、排ガスに含まれるダイオキシン類が煙突から排出

されて拡散し、地面に降下して土壌表層に蓄積するものである。しかし、大気質中のダイオキシン

類の濃度と土壌中のダイオキシン類の濃度との関係について定量的に予測する手法は現在なく、ま

た、科学的な知見もない。 

このことから、大気汚染の定量的な予測結果をもとに、大気中のダイオキシン類濃度の寄与の割

合を想定し、土壌への影響の予測を行った。 

 

 ② 予測条件の設定 

大気質を介した土壌汚染は、長期的に除々に蓄積するものと考えられることから、使用する大気

質予測結果は、予測結果のうち最も高濃度だった煙突高 59ｍの場合の長期平均濃度の最大着地点

濃度（0.0005[pg-TEQ/g]）を用いた。 

土壌中のダイオキシン類バックグラウンド濃度は、現地調査結果において最も高いダイオキシン

類濃度であった心経寺地区（No.5）の値（4.5 [pg-TEQ/g]）を用いた。 

また、一般大気中のダイオキシン類濃度は、現況測定結果の最大値であった上寺尾地区（No.3）

の年間平均値（0.026 [pg-TEQ/ m3]）を用いた。 

土壌中のダイオキシン類濃度が大気質に含まれるダイオキシン類に関係があると考えた場合、現

在の土壌中のダイオキシン類が、計画稼働に伴う大気中のダイオキシン類の寄与の割合だけ上昇す

ると仮定した。 

予測条件を表 6-9-4 に示す。 
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表 6-9-4 予測条件 

地 点 

土壌中の 
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 

濃度 

一般大気中の
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃

度 
 

(a) 

煙突排ガスに
よるﾀﾞｲｵｷｼﾝ

類 
寄与濃度 

(b) 

年平均 
予測濃度 

 
(a+b) 

寄与の割合

[pg-TEQ/g] [pg-TEQ/m3] [pg-TEQ/ m3] [pg-TEQ/ m3]  

最大着地濃度 
地点 

4.5 0.026 0.0005 0.0265 0.019 

 

(5) 予測結果 

ごみ処理施設の稼働に伴う大気中のダイオキシン類濃度が、寄与の割合だけ上昇すると仮定し、

長期的な土壌のダイオキシン類の増加量の予測を行った。その結果は表 6-9-5 に示すように、最大

着地濃度地点で 0.086pg-TEQ/g のダイオキシン類の増加するものと予測された。 

 

表 6-9-5 ダイオキシン類の予測結果（長期濃度） 

単位：pg-TEQ/g 

地 点 ①現況濃度 ②寄与の割合
③施設の稼働に 

よる寄与値 
（①×②） 

予測結果 
（①＋③）

最大着地濃度地点 4.5 0.019 0.086 4.586 

 

(6) 環境保全措置の内容と経緯 

 ① 環境配慮事項 

事業の計画策定にあたって、あらかじめ環境に配慮することとした事項を表 6-9-6 に示す。 

 

表 6-9-6 環境配慮事項 

環境配慮事項 環境配慮事項の内容 効果 
効果の種類 

回避 最小化 代償 
煙突排ガス濃度の
低減 

燃焼制御及び排ガス処理
設備の設置など実行可能
なより良い技術を導入す
るとともに、法規制値より
厳しい自主規制値を設定
し排ガス濃度の低減を図
る。 

排ガス濃度の低
減 

 ○  

排出源高さの設定 煙突高さは地上 59m 以上と
する。 

排ガスの拡散促
進 

 ○  

 

 ② 環境保全措置 

ごみ処理施設の稼働においては、環境配慮事項を実施することにより土壌への影響は最小化され

る結果となったことから、環境保全措置は講じない。 

 

1
a

ba
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(7) 評価方法 

 ① 環境への影響の回避または最小化に係る評価 

評価の方法は、調査及び予測の結果並びに予測の条件とした環境配慮事項の内容を踏まえ、騒音

に及ぶおそれがある影響が、回避または最小化されているかを明確にすることとした。 

 

 ② 環境保全に係る基準または目標との整合性に係る評価 

予測結果が、表 6-9-7 に示した環境保全に係る基準または目標との間に整合が図れているかどう

かを検討した。 

 

表 6-9-7 環境保全に係る基準または目標(土壌) 

物  質 基 準 値 備  考 

ダイオキシン類 1,000pg-TEQ/g 環境基準 

 

(8) 評価結果 

 ① 環境への影響の回避または最小化に係る評価 

ごみ処理施設の稼働に伴う土壌汚染の予測結果及び変化の度合いは、表 6-9-8 に示すとおりであ

る。ごみ処理施設の稼働に伴うダイオキシン類の現況値に対する変化の度合いは小さい値である。 

環境配慮事項に示した「煙突排ガス濃度の低減」、「排出源高さの設定」によって、排ガス濃度は

低減されることから、施設の稼働による影響は最小化される。 

 

表 6-9-8 予測結果及びごみ処理施設の稼働による土壌（ダイオキシン類）の変化の度合い 

単位：pg-TEQ/g 

予測地点 
現況値 

（現況再現値）
予測結果 

（年平均値） 

変化の度合い 
（予測結果と 

現況値との差）
最大着地濃度地点 4.5 4.586 0.086 

 

 ② 環境の保全に関する施策との整合性に係る評価 

ごみ処理施設の稼働に伴う土壌汚染の影響の評価結果を表 6-9-9 に示す。 

土壌（ダイオキシン類濃度）の予測結果は、環境保全に係る基準または目標に適合する結果とな

っていることから、環境保全に係る基準又は目標との整合性は図られているものと評価する。 

 

表 6-9-9 ごみ処理施設の稼働に伴う土壌汚染の評価結果 

単位：pg-TEQ/g 

予測地点 対象 
予測結果 

（年平均値） 
環境保全に係る 
基準または目標 

評価 

最大着地濃度地点 ごみ処理施設の稼働 4.586 1000 ○ 

備考）○は環境保全に係る基準または目標に適合 
  ×は環境保全に係る基準または目標に不適合 
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2) 廃棄物の埋立 

(1) 予測項目 

最終処分場からの粉じんの飛散による影響とする。 

(2) 予測地域及び地点 

予測地域は、対象事業実施区域周辺地域とした。 

(3) 予測対象時期 

予測対象時期は、最終処分場が定常的に稼働する時点とした。 

(4) 予測方法 

最終処分場の稼働に伴い実施する環境保全措置を踏まえて土壌汚染に係る環境影響の程度を定

性的に予測する手法とした。 

(5) 予測結果 

最終処分場における埋立作業では、廃棄物の埋立後、即日覆土を行うことから、最終処分場から

の廃棄物の飛散はない。そのため、対象事業実施区域周辺地域に土壌汚染の原因物質が飛散するこ

とはないものと予測する。 

(6) 環境保全措置の内容と経緯 

 ① 環境配慮事項 

事業の計画策定にあたって、あらかじめ環境に配慮することとした事項を表 6-9-10 に示す。 

表 6-9-10 環境配慮事項 

環境配慮事項 環境配慮事項の内容 効果 
効果の種類 

回避 最小化 代償 

即日覆土、中間覆

土の実施 

廃棄物の埋立に伴い即日覆土を行

い、定期的に中間覆土を実施し、

廃棄物の飛散を防止する。 

廃棄物

の飛散

防止 

 ○  

最終処分場周辺の

定期的な清掃 

埋立部分周辺及び雨水側溝等の飛

散物が溜まりやすい場所について

は、定期的に清掃を実施し、清掃

により集められた廃棄物について

は、最終処分場において埋立処分

する。 

廃棄物

の飛散

防止 

 ○  

定期的な土壌調査

の実施 

最終処分場周辺の土壌については

定期的に成分分析を行う。 

周辺環

境のモ

ニタリ

ング 

 ○  

 

 ② 環境保全措置 

最終処分場の稼働においては、環境配慮事項を実施することにより土壌への影響は最小化される

結果となったことから、環境保全措置は講じない。ただし、最終処分場の設置範囲の土壌から環境

基準を下回る濃度であるが、ダイオキシン類及び鉛が検出されたことから、当該区域の土壌を搬出

する際には表 6-9-11 に示す環境保全措置を実施する。 
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表 6-9-11 環境保全措置 

環境保全措置 環境保全措置の内容 効果 
効果の種類 

回避 最小化 代償 

搬出記録の作成 搬出先、搬出量、搬出先での土地

利用等の記録を作成する。 

土壌汚

染影響

の防止 

 ○  

休耕田からの発生

土の定期測定 

農薬が使用されていたと考えられ

る休耕田の土壌を搬出する際には

定期的にダイオキシン類の濃度測

定を行う。 

なお、環境基準を上回る濃度が確

認された場合には、法令に則り適

切に対応する。 

土壌汚

染影響

の防止 

 ○  

 

(7) 評価方法 

 ① 環境への影響の回避または最小化に係る評価 

評価の方法は、表 6-9-10 に示した環境配慮事項及び表 6-9-11 に示した環境保全措置の内容を踏

まえ、土壌に及ぶおそれがある影響が、回避または最小化されているかを明確にすることとした。 

 

(8) 評価結果 

 ① 環境への影響の回避または最小化に係る評価 

環境配慮事項及び環境保全措置の実施により、最終処分場の埋立作業に伴う廃棄物の飛散の影響

及び建設時に搬出される土壌の影響は、影響は最小化されるものと評価する。 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.10 日照阻害 
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6.10 日照阻害 

6.10.1 調査結果の概要 

1) 調査項目 

調査項目は、調査地域の影の状況、地形、工作物の状況、土地利用の状況とした。 

 

2) 調査地域及び地点 

調査地域は、対象事業実施区域周辺の北側とした。 

 

3) 調査方法 

調査方法は、資料調査及び現地踏査による方法とした。 

 

4) 調査期間及び頻度 

調査は、資料調査及び現地踏査であるため適宜実施した。 

調査対象日は、対象事業実施区域北側の土地利用が農地であることから、評価における環境保

全に係る基準とする「高架橋等の設置に起因する日陰により生ずる水稲減収の損害に係るてん補

基準」（日本道路公団管道第 41 号昭和 61 年 3 月 25 日）（表 6-10-10 参照）を踏まえ、農作物へ

の影響を考慮して秋分とした。 

 

5) 調査結果 

(1) 調査地域の影の状況 

 ① 調査対象地域の緯度・経度 

調査対象地域の緯度・経度を表 6-10-1 に示す。 

 

表 6-10-1 調査対象地域の緯度・経度 

項  目 緯度 経度 

対象事業 
実施区域 

北緯 35°35′05″ 東経 138°35′53″ 

 

 ② 調査地域の真太陽時 

調査地域の秋分（平成 19年 9月 23 日）における真太陽時正午を表 6-10-2 に示す。 

 

表 6-10-2 調査地域の秋分における真太陽時 

秋分：平成 19年 9月 23日 

項  目 補正 南中時刻 

対象事業 
実施区域 

日本標準時刻－25分 25 秒 11 時 34 分 35 秒 

注）各地区の真太陽時は次式を用いて算出した。 

e
L

tst
15

)135(
 

t：調査地点の南中時刻（時分） 

ts：日本標準時刻 

L：調査地点の経度（度） 

ｅ：均時差（分）※平成 19年 9月 23日の均時差は 7分 32秒 
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 ③ 調査地域の太陽高度、方位角及び影の倍率 

調査地域の秋分における太陽方位角及び影の倍率を表 6-10-3 に示す。 

 

表 6-10-3 調査地域の太陽方位角及び影の倍率 

時刻 太陽の方位角 
(度) 

影の倍率 

7 時 12.1 4.65 

8 時 24.0 2.25 

9 時 35.1 1.42 

10 時 44.7 1.01 

11 時 51.7 0.79 

12 時 54.3 0.72 

13 時 51.7 0.79 

14 時 44.7 1.01 

15 時 35.1 1.42 

16 時 24.0 2.25 

17 時 12.1 4.65 

 

 

(2) 地形、工作物の状況、土地利用の状況 

対象事業実施区域の北側の大部分は水田、果樹園等の農地となっている。そのほか、北西側に

別当地区の住居が点在する。また、対象事業実施区域北側約 300～500ｍに寺尾地区の住居が存在

する。 

対象事業実施区域周辺の地形を見ると、対象事業実施区域の標高は約 310ｍとなっている。北

側に隣接する農地の標高は約 290～300ｍ、寺尾地区の標高は約 330ｍとなっている。 
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6.10.2 予測及び評価の対象とする複数案 

1) 予測対象とする環境影響要因の考え方 

日照阻害の予測・評価はごみ処理施設の煙突位置及び高さの複数案について検討することとす

る。 

ごみ処理施設の煙突位置及び高さについては、以下の複数案があり、この複数案の違いによっ

て日照阻害への影響の違いが考えられる。 

 

表 6-10-4 ごみ処理施設の複数案に関する日照阻害影響の特徴 

複数案 日照阻害影響の特徴 

煙
突
位
置 

①案 北東端 ②案に比べ日影の範囲が対象事業実施区域外に広がる範囲が大きくなる 

②案 南東端 ①案に比べ日影の範囲が対象事業実施区域外に広がる範囲が小さくなる 

煙
突
高 

1 案 59ｍ 2 案、3案に比べ日影の長さが短くなる 

2案 80ｍ 1 案、3案の間の日影長さとなる 

3案 100ｍ 1 案、2案に比べ日影の長さが長くなる 

 

2) 予測及び評価を行う複数案 

煙突位置については、北東端（①案）と南東端（②案）では北側に出現する日影の範囲が異な

ることからどちらの場合についても日影範囲の予測を行う。 

煙突高については、59ｍ（1案）の日影長さが最も短く、100ｍ（3 案）の日影長さが最も長く

なる。また、80ｍ（2案）の場合、1 案と 3案の間の長さとなる。そのため、煙突高については、

日影の長さについて 3 つの案の比較を行いそれぞれの日影長さを確認した上で、日影範囲につい

ては 1案と 3 案の比較を行うこととする。 

施設の存在による日影の影響については、表 6-10-5 に示す内容で予測・評価を行う。 

 

表 6-10-5 予測及び評価を行う複数案の組合せ 

環境影響要因 
複数案 

予測・評価の内容 
煙突位置 煙突高さ 

存
在
・
供
用
時 

施設の存在

による日影 

①案 北東端 

１案 59ｍ 日影の長さ・範囲を予測 

２案 80ｍ 日影の長さを予測 

３案 100ｍ 日影の長さ・範囲を予測 

②案 南東端 

１案 59ｍ 日影の長さ・範囲を予測 

２案 80ｍ 日影の長さを予測 

３案 100ｍ 日影の長さ・範囲を予測 
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6.10.3 予測及び評価の結果 

1) 施設の存在による日照への影響 

(1) 予測項目 

予測項目は、ごみ処理施設の存在によって発生する日照阻害の状況とした。 

 

(2) 予測地域及び地点 

予測地域は、日照阻害の調査地域と同様とした。 

 

(3) 予測対象時期 

予測対象時期は、新たな構造物が存在する時点とした。 

 

(4) 予測方法 

 ① 予測の基本的手法 

予測方法は、「環境アセスメントの技術」((社)環境情報科学センター,1999 年)に準拠し、太陽

の方位、高度及び構造物高さと周辺地盤高さの関係から日影線の範囲を予測する。また、予測に

おいては、煙突位置及び高さの違いによる複数の条件について比較検討を行った。 

 

 ② 予測式 

「環境アセスメントの技術」（1999 年 8月,（社）環境情報科学センター）に示される理論式を

基本として用いた。 

 

（太陽高度を求める式） 

 

（太陽方位を求める式） 

 

 

（ある時刻の日影線を求める式） 

 

ここで、 

ｈ  ：太陽高度(度) 

Ａ  ：太陽の方位角(度) 

δ  ：太陽の赤緯(度)（冬至における値は-23.4°、予測に用いた秋分は 0°） 

φ  ：その地方の緯度(度) 

ｔ  ：時角(度)（１時間について 15°割合で、12 時を中心にとった値。午前はマイ

ナス、午後はプラスとなる。） 

Ｒ  ：影の倍率 

 

ｔ・・＋・ｈ coscoscossinsinsin

ｈ

ｔ・
Ａ

cos

sincos
sin

ｈＲ cot



－6.365－ 

 ③ 予測条件 

 (ｱ)対象事業実施区域の緯度・経度 

対象事業実施区域の緯度・経度は、表 6-10-1 に示したとおり。 

 

 (ｲ)予測時期、予測時間帯及び予測高さ 

予測時期は秋分とし、予測時間帯は 7 時～19 時とした。また、予測高さは地上 0ｍとした。な

お、対象事業実施区域と北側のうちの標高差が約 20m となっていることから、この標高差を考慮

して影の長さを算出する。 

 

 (ｳ)対象事業実施区域の真太陽時 

対象事業実施区域の秋分における真太陽時（対象事業実施区域において太陽が南中する時刻を

正午として時刻を表したもの）は、表 6-10-2 のとおり。 

 

 (ｴ)構造物条件 

煙突高さについては、地上 59ｍ、地上 80ｍ、地上 100ｍの３つの複数案、煙突位置については

北側、南側の２つの複数案がある。 

予測対象とする構造物は、焼却溶融施設及びその煙突、リサイクルセンターとし、各構造条件

は表 6-10-6 に示すとおりとした。 

表 6-10-6 予測ケース（ごみ処理施設の構造物条件） 

ケース 煙突位置 煙突高さ 焼却溶融施設 リサイクルセンター

ケース１ 北側 59ｍ 

東西 115ｍ 
南北 78ｍ 
高さ 40ｍ 
煙突幅 10m 

東西 100ｍ 
南北 75ｍ 
高さ 26ｍ 

ケース２ 北側 80ｍ 

ケース３ 北側 100ｍ 

ケース４ 南側 59ｍ 

ケース５ 南側 80ｍ 

ケース６ 南側 100ｍ 

 

 (ｵ)地形条件 

煙突設置位置の標高約 310ｍと北側の農地の標高約 290～300ｍの標高差を考慮し、影の長さに

標高差 20ｍを加える。 
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(5) 予測結果 

 ① 日影の長さ 

表 6-10-7 に煙突高さ別の影の長さ及び出現方向を示す。 

表 6-10-7 煙突高さ別の影の長さ・出現方向 

時刻 

影の長さ(m) 
影の出現

方向（度） 
煙突高さ

59ｍ 

煙突高さ

80ｍ 

煙突高さ

100ｍ 

7 時 367.3 464.9 557.9 -81.1 

8 時 177.7 225.0 269.9 -71.4 

9 時 112.6 142.5 171.0 -59.8 

10 時 79.8 101.0 121.2 -44.7 

11 時 62.4 79.0 94.8 -24.7 

12 時 56.7 71.8 86.1 0.0 

13 時 62.4 79.0 94.8 24.7 

14 時 79.8 101.0 121.2 44.7 

15 時 112.6 142.5 171.0 59.8 

16 時 177.7 225.0 269.9 71.4 

17 時 367.3 464.9 557.9 81.1 

注 1）影の出現方向は真北より右回りを正とした角度 

注 2）影の長さは対象事業実施区域と北側農地の標高差 20ｍを考慮した値 
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 ② 日影の範囲 

煙突高さ 80ｍの影の長さは、煙突高さ 59ｍと 100ｍの長さの間に入ることとなる。そのため、

表 6-10-8 に示す 4 ケースについて時刻別日影図を整理し、日影の出現範囲を予測した。図

6-10-1(1)～(4)にケース別の時刻別日影図を示す。 

時刻別日影図をみると、煙突高さ 100ｍ、煙突位置北側のケース 3では 11時以降に煙突の影が

対象事業実施区域外に出現している。その他のケースでは、16 時、17 時以外の日影は対象事業

実施区域内である。また、対象事業実施区域北側の日影が及ぶ範囲の土地利用は水田等の農地及

び樹林地となっている。 

表 6-10-9 に煙突高さ 59ｍと 100ｍの場合について、北東端、南東端に位置した場合の対象事

業実施区域外に生じる日影の長さを示す。 

 

表 6-10-8 日影範囲の予測を行う構造物条件の組合せ 

 煙突位置 煙突高さ 予測の実施 

ケース１ 北東端 59ｍ ○ 

ケース２ 80ｍ × 

ケース３ 100ｍ ○ 

ケース４ 南東端 59ｍ ○ 

ケース５ 80ｍ × 

ケース６ 100ｍ ○ 

 

表 6-10-9 対象事業実施区域外に出現する日影の長さ 

時刻 

煙突高さ 

59ｍ 

煙突高さ 

100ｍ 

北東端 南東端 北東端 南東端 

7時 － － － － 

8時 － － － － 

9時 － － － － 

10 時 － － 20m － 

11 時 － － 20m － 

12 時 － － 30m － 

13 時 － － 40m － 

14 時 － － 40m － 

15 時 － － 60m － 

16 時 60m 30m 150m 120m 

17 時 250m 250m 440m 450m 

注 1）「－」は対象事業実施区域外に日影が生じないことを示す 
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図 6-10-1(1)日照阻害予測結果（ケース１ 煙突高さ：59ｍ・煙突配置：北東端） 
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図 6-10-1(2)日照阻害予測結果（ケース３ 煙突高さ：100ｍ・煙突配置：北東端） 
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図 6-10-1(3)日照阻害予測結果（ケース４ 煙突高さ：59ｍ・煙突配置：南東端） 
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図 6-10-1(4)日照阻害予測結果（ケース６ 煙突高さ：100ｍ・煙突配置：南東端） 
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(6) 環境保全措置の内容と経緯 

 ① 環境配慮事項 

日照阻害に関して、事業の計画策定にあたって、あらかじめ環境に配慮することとした事項は

ない。 

 

 ② 環境保全措置 

複数案について予測を行ったところ、いずれの案においても日照阻害の影響が大きいものでは

ないと判断されたことから、環境保全措置は講じない。 

 

(7) 評価方法 

 ① 環境への影響の回避または最小化に係る評価 

複数案の比較検討により施設の存在による日照阻害の影響の低減度合いを明確にすることと

した。 

 (ｱ)煙突位置の複数案 

煙突位置については北側、南側の二つの場合について、環境影響の低減の程度を比較する。 

 

 (ｲ)煙突高さの複数案 

煙突高さについては、59ｍ、100ｍの二つの場合について、環境影響の低減の程度を比較する。 

 

 ② 環境保全に係る基準または目標との整合性に係る評価 

農地への影響について、表 6-10-10 に示す「高架橋等の設置に起因する日陰により生ずる水稲

減収の損害に係るてん補基準」（日本道路公団管道第 41号昭和 61年 3月 25 日）に準じて、評価

を行った。 

表 6-10-10 環境保全に関する基準又は目標 

環境保全に関する基準又は目標 備    考 

農地において、秋分の日において午前

6時から午後6時までの間に日陰とな

る時間が 3時間以内 

「高架橋等の設置に起因する日陰により生ずる水

稲減収の損害に係るてん補基準について」（昭和

61年 3月 25 日、日本道路公団、管道第 41号担当

理事通達）。日本道路公団における通達。 

 



－6.373－ 

(8) 評価結果 

 ① 環境への影響の回避または最小化に係る評価 

 (ｱ)煙突位置の複数案 

煙突位置の違いによる日影の範囲については、表 6-10-9 に示すように北東端の場合よりも南

東端の場合のほうが対象事業実施区域外に出現する日影の長さは長い。その差は 16 時台の差が

顕著である。 

 (ｲ)煙突高の複数案 

煙突高の違いによる日影の範囲については、表6-10-9に示すように煙突位置が北東端のとき、

煙突高が 100ｍの場合、59ｍの場合に比べて 16～17 時台で約 200ｍ長くなる。煙突高が南東端の

時は 16 時台で 90ｍ、17時台で 200ｍの差となる。 

また、煙突高が 100ｍの場合において、煙突位置が北東端の場合、対象事業実施区域外に日影

が出現する時間帯が増加する。 

 (ｳ)複数案の影響の比較 

対象事業実施区域外に出現する日影の範囲は、ケース３（南東端、59ｍ）の場合が最も小さく、

ケース４（北東端、100ｍ）の場合が最も大きくなることから、煙突位置を南東端に配置し、煙

突高を低く（59ｍ）した場合、対象事業実施区域周辺への日影の影響が最小化されるものと評価

する。 

 

ただし、煙突の日影の影響の継続時間は短時間であるため、煙突位置及び高さが異なっても、

周辺土地利用等の状況を考慮すると、施設の存在による影響の程度は変わらないものと評価する。 

 

 ② 環境保全に係る基準または目標との整合性に係る評価 

いずれの案においても、予測の結果、対象事業区域外において日影が出現する範囲においては、

現在の土地利用の状況を考慮すると日照阻害の影響を受ける対象は存在しない。そのため、環境

保全に係る基準または目標は農地について設定した。 

予測結果のうち、最も日影の出現が大きいケース３では煙突部分の日陰が対象事業実施区域外

に 10時以降に出現するが、この場合であっても日影範囲が 3時間を超過する範囲はない。また、

対象事業実施区域外に出現する日影は煙突によるものである。煙突の幅は約 10ｍであり、1地点

における日影継続時間は約 30 分程度と比較的短く、動植物の生息環境である樹林地への影響も

ないと考えられる。 

このため、予測対象とした 4 ケースのいずれにおいても、環境保全に係る基準又は目標との整

合性に係る評価を満足するものと評価する。 
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